
 
 

 

DX OCR 利用規約 

 

株式会社ハンモック（以下、「当社」という。）が提供する「DX 

OCR」（以下、「本サービス」という。）の利用に関し、以下のとお

り利用規約（以下、「本規約」という。）を定める。本サービスの

利用者（以下、「本サービス利用者」という。）は、本サービスの

利用申込みを行った時点で、本規約の条項に同意したものとする。 

 

第１章 総則 

第１条（定義）  

本規約において、下記の用語を以下のとおり定義する。 

・利用申込書とは、本サービスの利用予定者または本サービス利

用者が本サービスの利用開始または利用条件の追加・変更の意

思表示をする書面であり、当社が定めるものとする。 

・解約申込書とは、本サービスの利用者が本サービスの利用終了

の意思表示をする書面であり、当社が定めるものとする。 

・サービス開始日とは、本サービス利用者に対して本サービスの

ログイン情報を送付した日の翌月の第１日目のことをいう。 

・サービス開始月とは、本サービスの利用者に対して本サービス

のログイン情報を送付した日の翌月のことをいう。 

・本サービス利用者に対して本サービスのログイン情報を送付し

た日からサービス開始日までの期間を「サービス準備期間」と

する。 

 

第２条（利用規約の変更） 

 当社は、本規約を随時変更することができるものとする。なお、

この場合には、本サービス利用者の利用条件その他利用契約の内

容は、変更後の利用規約を適用する。  

２． 当社は、前項の変更を行う場合は、最低３０日の予告期間

をおいて、変更後の利用規約の内容を本サービス利用者に

通知するものとする。 

 

第２章 契約等 

第３条（契約の成立）  

 本サービスの利用契約（以下「利用契約」という。）は、本サー

ビス利用希望者から当社に対して提出された利用申込書に基づ

く申込みについて、当社が承諾したときに成立するものとする。 

２． 前項の申込みを行い、当社より承諾を受けた本サービス利

用申込者は、利用契約の有効期間中、申込書に定めた契約

範囲内で、本規約に従って本サービスを利用できるものと

する。 

３． 本サービス利用者は、本サービスを利用することになる全

ての関係者に対し、本規約の内容を遵守させるものとする。 

 

第４条（氏名、連絡先等の変更）  

本サービス利用者は、その氏名、名称、住所、その他連絡先等

に変更が生じたときは、速やかに書面によりその旨を当社または

販売代理店に通知するものとする。なお、通知を怠ったことによ

って本サービス利用者に生じた損害については、当社は責任を負

わないものとする。 

 

第５条（変更の届出） 

本サービス利用者は、届出内容に変更があった場合、速やかに

当社または販売代理店に変更の届出をするものとする。 

 

第６条（契約不適合責任）  

 当社は、本契約の有効期間中に発見された本サービス契約の不

適合（納入された本サービスの種類、品質または数量に関して本

サービスの利用契約の内容に適合しないもの。以下「不適合」と

いう。） 

について、以下のいずれかの措置をとるものとする。  

（1） 本サービス利用者及び当社協議のうえ定めた期間内に当

社の費用負担で修補する。  

（2） 本サービス利用者及び当社協議のうえ定めた期間内に当

社の費用負担で適合した代替品を納入する。  

２． 前項各号に定める方法では、契約の目的を達成できない場

合には、本サービス利用者は契約の全部または一部を解除

することができるものとする。  

３． 本条第１項ないし前項の措置は、不適合により被った相手

方の損害賠償請求を妨げるものではない。  

 

第３章 利用料金 

第７条（利用料金の支払い）  

本サービスの利用料金の支払いは、利用申込書に定めた料金プ

ランに従うものとする。利用申込書に定めが無い場合は、見積書

の定めに従うものとする。 

２． プラン別に定められた帳票処理枚数については、サービス

準備期間からカウントを開始するものとする。 

３． 本サービスに関する料金の支払い方法は、銀行振込とする。 

４． 本サービス利用者は、本サービスの利用料金を当社または

販売代理店から受領した請求書に基づき、当社または販売

代理店の指定する銀行口座に振り込む方法により支払う

ものとする。なお、支払日が銀行の休業日にあたる場合は、

前営業日を振込期限とする。 

５． 本サービスの利用料金は、サービス開始月に請求するもの

とし、本サービス利用者は利用申込書において選択した支

払方法（サービス開始月の翌月以降月賦払いまたは翌月末

日までに一括払い）により支払うものとする。 

また、プラン別に定められた処理枚数から超過された場合

の利用料金は、超過した月の末日に締め計算のうえ、翌月

に請求書により請求し、本サービス利用者は、プラン別に

定められた処理枚数を超過した月の翌々月末日までに第3

項の支払方法により支払うものとする。 

６． 本サービスの利用に関わる導入支援など作業費用が別途

発生する場合は、作業完了日を含む月の翌月末日までに一

括で支払うものとする。 

７． サービス準備期間に本サービスの利用を希望する場合は、

当社への事前承諾を必須とする。 

８． ある１枚のデータの課金タイミングはユーザーが本サー

ビスの利用者向けWeb画面でデータ化結果を照会できるよ

うになった時点とする。 

９． 銀行振込手数料及び料金の支払いに際して生じるその他

の費用については、本サービス利用者にて負担するものと

する。 

 

第８条（遅延損害金）  

本サービス利用者は、本規約に基づく債務その他本サービスの

利用契約に基づく金銭の支払を怠ったとき、または当社または販

売代理店が本サービス利用者のための費用を立替払いした場合

に、立替金の償還を怠ったときには、支払うべき金額に対して支

払期日、または立替払日の翌日からその完済にいたるまで、年１

４．６％の割合（１年に満たない端数期間については、１年を３

６５日とする日割計算による）による遅延損害金を当社または販

売代理店に支払うものとする。  

 

第４章 提供条件等 

第９条（契約期間ならびに終了）  

本サービスの契約期間は、利用申込書の定めに従うものとする。 

２． 本サービス利用者が本サービスの利用契約を終了する場

合は、終了する月の１ヶ月前までに、当社に解約申込書を

提出するものとする。 

 

第１０条（納入及び検収）  

 当社は、事前に本サービス利用者と合意した期日までに本サー

ビスを利用できる状態にするものとする。本契約ではこの本サー

ビスを利用できる状態にすることを「納入」とよぶものとする。 

期日までに納入できない場合は、遅滞なく本サービス利用者に通

知し、納入可能になる日について協議するものとする。  

２． 天変地異その他不可抗力により納入遅延を生じた場合に

ついては、当社は責任を負わないものとする。  

３． 本サービス利用者は当社より納入された日から４営業日

の検収期間内に、不適合がないかどうかの検収を行い、当



 
 

該検収結果について当社または販売代理店に通知しなけ

ればならない。検収期間内に通知がなかった場合には、検

収に合格したとみなすものとする。 

４． 本サービス利用者は、自らの費用と責任において、パソコ

ンをインターネットに接続可能な環境に設定するものと

する。 

 

第１１条（ユーザーサポートの範囲）  

本サービスに関する保守を必要とする事由が生じたときは、本

サービス利用者は当社または販売代理店に通知し、当社はこれに

対処するものとする。本規約に基づき当社が行う保守の範囲は、

次のとおりとする。なお、連絡の方法は電子メールに限るものと

する。  

（1） 本サービスのバージョンアップ（機能変更、障害復旧、更

新、改良または修正等。以下「バージョンアップ」という。）

モジュールの提供（設定やログデータの移行作業は含まれ

ない）  

（2） 本サービスの操作方法の説明  

（3） 本サービスに発生した障害の対応  

２． 前項以外の保守作業については別途有償とする。 

 

第１２条（ユーザーサポート作業時間帯）  

本サービスにおける保守は、土曜・日曜・祝祭日及び当社指定

の休業日を除く平日９：００から１２：００、１３：００から１

７：００の時間帯において実施する。  

 

第１３条（機能変更及びバージョンアップ）  

 本サービスのバージョンアップの必要があると当社が認めた

場合、バージョンアップを事前に本サービス利用者に通知した上

で行うことができるものとする。  

２． 本サービス利用者の意思により本サービスのバージョン

アップを行わないことによる本サービス利用の不都合ま

たは障害等の発生について当社は一切責任を負わないも

のとする。 

 

第１４条（データのダウンロード期限と削除）  

 当社は、アップロードから６０日経過したデータを速やかに削

除するものとする。 

 

第５章 契約者の義務 

第１５条（禁止行為）  

技術的な制限がある場合については、別紙または仕様書等にて

定めるものとする。  

２． 本サービス利用者は、本サービスの利用にあたり、次の各

号に掲げる行為を行なってはならないものとする。 

(1) 本サービスに関するドキュメントの複製、貸与、送信、リー

ス、担保設定等を行なうこと、また本サービスを使用する権

利を譲渡、転売、あるいはその使用を許諾すること 

(2) 本サービスに関するドキュメントの全部または一部を改変、

翻訳、翻案、リバースエンジニアリング、逆コンパイル、逆

アセンブル等をすること 

(3) スクレイピング、クローリング（クローラ、ロボットまたは

スパイダー等のプログラム）及びその他の類似の手段によ

って本サービスにアクセスし、または本サービスに関する

情報を取得すること 

(4) 当社または第三者の著作権、商標権、特許権、その他の知的

財産権を侵害すること、もしくは侵害を可能ならしめるこ

と 

(5) 本サービスに関するセキュリティの無効化をすること 

(6) 本サービスに対してウィルス等の有害なプログラムを送信

して負荷をかけること、あるいは受信可能な状態におくこ

と 

(7) その他、当社が不適切と判断する行為 

 

第１６条（サービスID、ユーザーID、パスワード等の管理） 

 本サービス利用者は、本サービスを利用するために当社が発行

する認証情報（サービスID、ユーザーID、パスワード等）を適切

に管理する責任を負う。 

２． 本サービス利用者の管理不十分、使用上の過誤、第三者の

使用等により、本サービス利用者や当社、または第三者に

発生した損害について当社は何ら責任を負わない。 

 

第１７条（維持管理）  

本サービス利用における設備の管理者は本サービス利用者で

あり、製品運用にかかわる最低限必要なパソコンや周辺機器利用

の知識、ネットワーク利用知識をもって本サービス利用者の責任

において適切な状態に保ち、これを管理する必要があるものとす

る。  

２． 次の各号については、本サービス利用者の責任において適 

切にその管理、修補を行う必要があるものとする。  

（1） 本サービス利用における設備のウィルス・ワーム対策  

（2） 本サービス利用における設備の盗難・滅失または毀損対策  

 

第１８条（本サービス利用者による登録データの利用） 

 本サービス利用者は、本サービスから出力されるデータを利用

する場合、すべて本サービス利用者の判断と責任で利用するもの

とし、当社には一切責任はないものとする。 

また、本サービス利用者が独自で追加した情報に関しても同様と 

する。 

２． 本サービスを通じて、本サービス利用者が別の外部サービ

スに接続して登録データを利用する場合も前項と同様と

する。 

 

第６章 権利の帰属 

第１９条（権利の帰属）  

本サービスに関する著作権、発明、考案等の工業所有権を受け

る権利（特許権）、商標権その他一切の知的財産権は当社に帰属す

るものとする。  

 

第７章 責任の範囲 

第２０条（責任の制限、免責事項）  

 当社は、本サービスにより提供される機能を永続的に使用でき

る権利は保証しないものとする。 

２． 当社は、当社の故意または重大な過失に起因するものを除

き、本サービス利用者が本サービスの全部または一部の利

用ができないことにより発生する、あらゆる直接的及び間

接的損害について理由の如何を問わず、一切の責任を負わ

ないものとする。  
３． 本サービス利用者が、本サービスの利用により第三者に対

し損害を与えた場合、本サービス利用者は自己の責任によ

りこれを解決し、理由の如何を問わず、当社はいかなる責

任も負わないものとする。  
４． 当社は、本サービスが、本サービス利用者の要求を満足さ

せるものであること、常に正常に動作すること、品質が常

に一定であること、不適合が必ず修正されることのいずれ

も保証しないものとする。 
５． 本サービス利用者と当社が別途合意している機密保持お

よび個人情報の保護に関する規定にかかわらず、本サービ

スでは、データ処理の過程で、パブリッククラウドサービ

スを利用する。当該サービスに不具合等（サービスの変更・

停止・廃止等を含む。以下、本項において同じ。）が判明し

た場合、その不具合等を本サービスの利用の制約とするこ

とができるものとする。この場合、本条及び次条の規定に

かかわらず、当社は賠償の責を免れるものとする。 

６． 本サービス利用者による本サービスの利用によって当社

に損害が発生した場合には、本サービス利用者は当社に対

して損害賠償の責任を負うものとする。 

７． 本サービスにおける当社の責任は、本サービスを本サービ

ス利用者のために合理的な努力をもって提供することに

限られるものとする。当該提供がなされなかったことに起

因して本サービス利用者に損害が生じた場合には、当社は

第３２条（損害賠償）に従って責任を負うものとする。当

社は、すべての環境において、本ソフトウェアが仕様どお

りに動作することを保証しないものとする。 

８． 本サービスにアップロードするデータのバックアップは

本サービス利用者が自己責任で行うものとし、当社は責任

を負わないものとする。本サービス利用に伴うユーザー登

録、帳票設定及びアップロードしたデータとそのデータ処

理に伴い生じたすべてのデータの保管、保存、バックアッ

プに関して、一切責任を負わないものとする。 

 

 



 
 

第８章 機密保持 

第２１条（機密保持）  

 本サービス利用者及び当社は、四囲の状況より相手方が機密と

して管理していることが客観的合理的に認められる本サービス

にかかわる資料または情報等（例えば、施錠管理された場所に保

管された資料または情報等、パスワードロック等アクセスが制限

された資料または情報等）を、本契約の履行または本規約に従っ

た本サービスの利用のためにのみ使用し、第三者へ開示または漏

洩してはならない。本契約の目的の範囲を超える情報等の複製、

改変が必要なときは、事前に相手方から書面による承諾を受ける

ものとする。  

 

第２２条（個人情報の保護）  

 当社は、本サービスの提供に際し知り得た、本サービス利用者

より開示され、または収集した一切の個人情報を機密として保持

し、本サービス利用者より事前の承諾を得ることなく第三者に提

供、開示、漏洩、または使用してはならない。  

２． 当社は前項の個人情報を滅失、漏洩、改ざん等することが

ないように必要な措置を講じるものとし、万が一、個人情

報漏洩等の事故が発生した場合、その事実を速やかに本サ

ービス利用者に報告し、原因の調査を行ない、事故の拡大

防止に必要な措置を講じるものとする。  

３． 当社は、個人情報をその責任において万全に保管し、本契

約の終了等当該個人情報が不要となった場合は、直ちに廃

棄するものとする。  

４． 当社は、個人情報を本契約の履行または本契約に従った本

サービスの利用目的以外の用途に使用してはならない。  

５． 個人情報の管理状態について、本サービス利用者は当社に

監査の実施及び報告を求めることができるものとし、当社

はこれに対し応じるものとする。  

６． 当社は本サービス利用者より取得した個人情報に該当し

ない情報（会社名、部署名、役職名、電話番号、FAX番号等）

を、本サービスの品質向上のために本サービスに組み込む

ことができるものとする。 

 

第９章 利用契約の解除、サービスの廃止 

第２３条（契約の解除）  

本サービス利用者及び当社は、相手方に次の事項があった場合

には、何らの催告を要することなく直ちに本契約の全部または一

部を解除することができるものとする。本サービス利用者または

当社が本条の権利を行使し、利用契約が解除された場合は、相手

方は利用契約に基づく自己の債務について当然に期限の利益を

失い、直ちにかかる債務を履行しなければならないものとする。  

(1) 本規約のいずれかの条項に違反し、相当の期間を定めた催

告を受けたにもかかわらず、その期間内にこれを是正しな

いとき  

(2) 公租公課の滞納処分を受けた場合  

(3) 破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始また

は特別清算開始の申し立てがあった場合  

(4) その財産につき、差押え、仮差押え、仮処分、強制執行、

競売開始決定等をうけた場合  

(5) 支払いの停止、銀行取引停止処分、手形または小切手の不

渡り、その他信用状況の著しい悪化を示す事実が生じた場

合  

(6) 本サービスの利用者が、利用申込書に虚偽の情報を記載し

ていたことが判明した場合 

(7) その他、本サービスの提供を継続することが相当ではない

と当社が判断した場合 

 

第２４条（サービスの廃止） 

 当社は、業務の都合によりやむを得ず本サービスの全部または

一部の提供を廃止することができるものとする。 

２． 当社は、前項により本サービスを廃止するときは、本サー

ビス利用者に対し廃止月の６ヶ月前までに書面または当

社が適当と判断する方法によりその旨を通知するものと

する。 

 

第２５条（中途解約と違約金）  

 本サービス利用者は、契約締結以降、導入支援の作業費用及び

利用料金支払い前に本サービス利用者の都合もしくは本サービ

ス利用者の責めに帰すべき事由により本サービス利用の解除を

するとき、または当社もしくは販売代理店と別途締結する契約の

解除に伴い当然に利用契約が解除されるときは、中途違約金とし

て契約時の利用申込書に定められた導入支援の作業費用及び利

用料金を当社または販売代理店の定める期日までに一括して支

払わなければならないものとする。 

２． その他の中途違約金については利用申込書の定めに従う

ものとする。 

３． 当社は、理由の如何を問わず、受領済みの料金の払い戻し

は一切行わないものとする。 

 

第１０章 その他 

第２６条（SLA）  

当社が定めるSLA（Service Level Agreeement）の内容は別紙

を参照するものとする。 

 

第２７条（災害、障害の対応、トラブル時の対応）  

本サービス利用者及び当社は、本サービス利用に関し、機器不

良、通信回線の途絶等障害、その他応答内容の異常等のトラブル

等が発生したことを知ったときは、直ちに相手方に報告すると共

に、復旧策等（復旧までの臨時的代替策を含む）について協議決

定し、これを対処するものとする。  

 

第２８条（業務連絡）  

 本サービス利用者、販売代理店及び当社は、本サービスの利用

を円滑に遂行するため、相手方への通知、連絡等は、各々が定め

る担当責任者を通じて行うものとする。  

 

 

第２９条（プレスリリース） 

 当社は、本サービス利用者による本サービスの利用に関して、

プレスリリース、営業用資料、IR資料及びホームページへの掲載

により公表（ロゴ含む）することができるものとする。ただし、

本サービス利用者が別途当社に申し入れ、双方協議の上、別途合

意した場合はこの限りではない。 

 

第３０条（再委託） 

 当社は、本サービスに関して、全部または一部の作業を、当社

の責任において第三者に再委託できるものとする。この場合、当

社は委託先に対して、本規約と同等の義務を負わせ、一切の責任

は当社に帰属するものとする。 

２． 当社は、本サービスのサーバー運用等の作業につき、デー

タセンター事業者に委託を行なう場合があるものとする。 

 

第３１条（反社会的勢力の排除） 
 本サービス利用者及び当社は、相手方が次の各号のいずれかに

該当する場合には、相手方に対して何ら催告なく、利用契約を解

除することができるものとする。 

（1）暴力団、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、政

治活動標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団、その他の反社会的勢

力（以下「反社会的勢力」という）である場合、または反社

会的勢力であった場合 
（2) 自らまたは第三者を利用して、相手方に対し、詐術、暴力的

行為、または脅迫的言辞を用いるなどした場合 
（3）相手方に対して自身が反社会的勢力である旨を伝え、または

自身の関係者が反社会的勢力である旨を伝えるなどした場

合 

（4）自らまたは第三者を利用して、相手方の名誉や信用等を毀損

し、または毀損するおそれのある行為をした場合 
（5）自らまたは第三者を利用して、相手方の業務を妨害した場合、

または妨害するおそれのある行為をした場合 
２． 本サービス利用者及び当社は、前項により契約を解除した

場合には、相手方に対し、一切の損害賠償義務を負担しな

いものとする。 
 

第３２条（損害賠償）  

本規約及び契約上の義務の履行並びに不履行に起因して、当事

者の一方が他方当事者に対し損害を与えた場合は、損害を与えた

当事者は、第２０条において規定する責任の範囲で、相手方に対

して賠償の責を負う。 

２． 当社の故意または重大な過失に起因する損害の賠償は、当

該損害との直接の因果関係が認められる通常の損害に限



 
 

定され、逸失利益及び特別な損害はこれに含まれないもの

とし、本サービスの現在の契約期間の利用料金を限度とす

る。ただし、本規約に別途規定する場合はこの限りでない。 

３． 第１項の損害発生及び賠償の事実は、機密として管理し、

第三者へ開示または漏洩してはならない。 

 

第３３条（不可抗力）  

本サービス利用者及び当社は、天災、戦争、暴動、法令その他

当事者の対応不可能な事由により、本規約の義務の履行の全部ま

たは一部が妨げられる場合は、その範囲と期間に関し、本規約等

に規定する履行義務を免除されるものとする。  

 

第３４条（信義責任）  

本サービス利用者及び当社は、信義誠実の原則に則り相互の信

頼関係を維持し、誠意を持って本契約を履行するものとする。  

 

第３５条（合意管轄）  

本契約に関する訴訟については、東京地方裁判所を第一審の専

属的合意管轄裁判所とする。  

 

第３６条（その他）  

本規約終了後も、第１５条、第１９条、第２１条、第２２条、

第３２条、第３５条及び本条の規定は効力を有するものとする。  

２． 当社は、いかなる理由がある場合でも、本サービスと市場

において競合する製品を設計、開発、販売または役務提供

する企業、その他これに準ずるものとして当社が指定する

企業（以下、「競合企業」という。）が本サービスを利用す

ることを禁止する。本サービス利用者は、競合企業へ利用

機会提供等の便宜を供与してはならず、これに違反した場

合、競合企業と連携して、違反時の競合企業従業員数分の

本サービス利用料相当額の損害賠償義務を負う。また、か

かる違反が判明した場合、何らの通知を要せず、利用契約

は直ちに終了する。 

３． 当社が競合企業への便宜提供に疑義を持ったときは、当社

は本サービス利用者の利用について監査を実施すること

ができ、本サービス利用者はこれに協力するものとする。 

 

第３７条（協議）  

本規約に定めのない事項または本規約の履行につき疑義を生

じた場合には、その都度本サービス利用者と当社が誠意もって協

議し、円満解決を図るものとする。  

以上 


